
年金相談の状況(月次報告）　

平成２４年 １２月１７日

年 金 相 談 部

資料  ５



＜Ⅰ　人材の確保養成＞

事　項 担当部 スケジュール 備考

 ①相談窓口体制の確立
経 企 部 ◎
年 相 部
人 管 部

○相談窓口体制の強化のため、中、大規模事務所を中心に、難易度の高い相談対応ブース(障害年金、離婚分割、雇用との調整、併
   給調整等）は、基本的にスキルを持った正規職員で対応する体制（窓口ブースの４割相当を正規職員が対応）を構築する。

○平成26年度までに
   順次実施

○平成24年3月　地方より
　　移行計画提出

○平成24年5月
　年金相談窓口体制調査

 

年 相 部

○ブロック本部、年金事務所が実施している研修の実態把握を行い、計画的な研修実施など必要な指導を行う。 ○平成24年度実施 ○平成24年4月実施計
　 画取りまとめ

○平成24年6月25日
　 年金事務所における電
   話相談研修の実施指示

了

年 相 部
研 修 部

○年金相談スキルの向上を図るため、相談研修を体系化し研修の標準例を示すなど、計画的な研修への取組を推進する。 ○平成25年4月から実施 ○平成24年9月21日
　 地方意見照会

○平成24年12月
　 指示予定

前

年 相 部 ○事務所研修、ＯＪＴの促進を図るため、先進的な研修やＯＪＴの事例の全国展開を図る。 ○平成25年1月

　

新

 
年 相 部 ◎
人 管 部
財 務 部
研 修 部

○全国的に研修講師となりうる人材を養成する。
　　・ブロック本部の研修講師担当職員に対する集合方式による講師養成研修の実施。
　　・ブロック本部及び年金事務所の研修講師担当職員に対する実地研修指導の実施。
　

・講師養成研修
　（平成24年2月、5月
    7月、9月）
・実地研修指導
　（通年実施）

○全体研修
　 ・5/22～25
   ・7/24～27
   ・9/4～7
○ブロック研修
　・東北　5/28～29
　・中部　7/3～4
　・中国　7/7
　・近畿　7/12～13
　・北海道  9/20～21
　・近畿　11/8～9

前

年 相 部 ○講師用マニュアルの充実（制度立案の理由等の説明）を図る。 ○平成25年度中 新

④ウインドマシンの研修用
　 モデルの充実

新ｼｽ開部◎
年 相 部

○研修用デモシステムに、支払改定記録照会、年金額履歴照会などの画面を追加する。 ○平成24年4月稼働目途 ○平成24年4月2日稼働

了

⑤年金相談専任職員制度
　　の創設

人 管 部 ◎
経 企 部

○相談業務の体制確保のため、一定年齢以上の者を対象とし、勤務地限定の「年金相談専任職員制度」を創設する。 ○平成24年10月
   実施目途

○平成24年年3月12日
　　周知

○平成24年4月2日から
　　募集開始(115名程度)

○平成24年7月9～27日
　　採用面接実施

○平成24年10月1日
　　91名採用

了

 

内　容

相談体制改善への取り組み

進捗状況

②相談窓口担当職員への研修

③相談講師職員の養成



⑥エルダー職員の活用 経 企 部

○相談スキルを有する経験豊富な正規職員は、貴重な人材資源であることから、これらの者が定年退職した後は、有期雇用職員の
　 定員枠でエルダー職員として年金相談業務への積極的活用を図ることができるようにする。

○平成24年度実施 ○平成24年4月1日
　　組織細則改定
（平成24年3月30日指示） 了

　



＜Ⅱ　相談業務の効率化＞

 
①相談記録の管理（相談事跡
   管理システムの拡張）

新ｼｽ開部◎
基 ｼ ｽ 開 部
品 管 部
サ 推 部
年 相 部

○相談事跡管理システムについて、「お客様対応管理システム」への統合化を図る。（「お客様の声」、「事件・事故・事務処理誤り」、「相
    談事跡管理」を包括的に管理し情報の共有化を図る。）

○平成25年9月稼働目途

②相談事跡管理システムの
   改善

新ｼｽ開部◎
基 ｼ ｽ 開 部
品 管 部
サ 推 部
年 相 部

○基礎年金番号の入力により氏名、生年月日などの個人情報を自動的に取り込み、入力処理時間の軽減を図る。 ○平成25年9月稼働目途
　

③相談業務の効率化
    （窓口仕分けの徹底）

年 相 部
○来訪相談窓口管理運営マニュアルに基づき、窓口仕分け（老齢、障害、遺族、諸変更等）や全所体制による昼休み対応等について、
   事務所の状況に応じブロック本部の指導徹底を図る。

○平成24年度中 ○平成24年8月1日
　 来訪相談窓口管理運
　 営マニュアルの改正

了

　
④相談待ち時間の表示の
   改善

年 金 相 談 部
財 務 部 ◎

○愛知県、岐阜県、三重県、埼玉県について、相談待ち時間表示システムを導入する。
   ※平成２５年度は、福岡県、広島県、宮城県及び北海道都市部について導入する予定。

○平成24年度中 ○平成24年8月3日
   導入対象県に事前調査
   指示

○平成24年11月9日
　　入札公告
○平成24年12年19日
　　入札予定

 

⑤社労士委託ブースの
   一般化相談へのシフト

年 相 部

○現在社労士委託ブースは、記録問題が中心となっているが、状況の推移に応じ、社労士会の研修に協力しつつ一般相談へのシフトを
　 図る。

○年金事務所ブースの社労士スキルの確保のため、以下の対応を取る。
・年金事務所においては、配置社労士に対し業務に必要な情報提供を行うとともに、社労士会が行う相談研修について（研修場所の提
  供、講師の派遣等）可能な限り協力する。
・相談スキルの改善が見られない場合は、ブロック本部と代表年金事務所が連携し、該当県の社労士会に対して改善要請（配置社労士
  の交替を含む。）を行う。
・当該要請を社労士会に行ったにも関わらず改善されない場合、ブロック本部はその旨を年金相談部に報告し、年金相談部は当該報告
  に基づき全国社会保険労務士会連合会へ改善を要請する。

○平成24年度から逐次
   実施

○第3・四半期計画116
　　ﾌﾞｰｽ中58ブースｼﾌﾄ

○平成24年3月23日及び
　 平成24年5月10日全国
　 会議にて周知

了

⑥受付進捗管理システム
   の構築

品 管 部 ◎
新 ｼ ｽ 開 部

○各申請書にバーコードシールを貼付して、進捗管理を行う受付データシステムを構築し、相談等の問い合わせに迅速かつ効率的な対
   応ができるようにする。
     ※年金相談センター及び常設型出張相談所でも利用可能。

○平成24年10月
   稼働目途

○平成24年10月1日稼働

了

⑦端末の操作性の向上
基 ｼ ｽ 開 部 ◎
年 相 部

○届出コードの入力方式に、実施したい業務処理名を選択できる機能を追加する等の操作性の向上を図る。 ○６次端末更新に併せ、
   平成25年1月以降稼働

⑧お客様に交付している窓口
   装置の印字画面の改善

年 相 部 ◎
基 ｼ ｽ 開 部

○お客様向けに手交付している窓口装置の年金加入記録、年金額試算等のハードコピー（画面印字）について、記号表示しているもの
   を文字表示するなど、お客様に分かりやすいものに改善する。

○平成24年度
   システム開発着手

⑨先進事例の全国展開 年 相 部

○全国の先進的な取り組み事例について全国展開を図る。
　・郵送提出の促進を目的とした電話相談事跡シート作成による「請求用紙」、「添付書類」、「記入例」等の送付
　・フロアー担当者の設置等による待ち時間中の記載方法の指導
　・所内応援体制の確立（当番ローテーション）
　・障害年金チェックシートの作成

○平成24年4月上旬目途 ○平成24年3月30日指示

○平成24年8月1日
  　フロアー担当者の設置
　　について、来訪相談窓
    口管理運営マニュアル
    の改正により指示

了

⑩年金見込額試算システム
   の改善

年 相 部 ◎
基 ｼ ｽ 開 部

○見込額試算の精度を高めるために、以下の改修を行う。
　・離婚分割の本人の３号分割試算に加え、相手の国年３号期間による疑似分割試算をできるようにする。
　・試算日を月の1日から末日に変更し、同月得喪等を見込額に反映する。
　・６５歳到達前１ケ月以内の退職改定を抑止する。
　・その他　基金代行額（参考）の追加等

○平成25年4月実施予定  



　

＜Ⅲ　コールセンターの充実等＞

 ①臨時ブースの機動的設置 年 相 部

○混雑期にオペレーター席の増席による臨時ブースを設置し、コールセンター体制の強化を図る。
　　・年一通知（6月、60席）、介護保険料変更（10月、60席）、扶養親族等申告書（11月、100席）、社会保険料控除証明書（11月～3月、
　　　50席）、源泉徴収票（1月～3月、100席）

○平成24年度実施 ○6/1～6/29
　年一通知、60ﾌﾞｰｽ増設

○10/1～10/31
　振込通知書（介護保険
  料変更）、 60ﾌﾞｰｽ増設

○10/26～11/14
　扶養控除等申告書
  100ブース増設

○11/1～3/29
  社会保険料控除証明書
  50ブース増設

前

 
②通知の分散発送による
   集中緩和

年 給 部

○通知書送付後の相談の集中緩和を図るため、大量に送付する通知書（概ね１００万件以上）については、原則コールセンターのエリア
   ごとに印刷業者から中間配送業者へ分割納品するとともに、エリア内での分散発送や郵送料の特特割引を活用し拠点郵便局持ち込
   みによる分散送付を行う。（印刷業者からの分割納品がスケジュール上困難な場合は、特特割引と特割の併用による分散送付を行
   う。）
  　〔対象例〕
　 　・年一通知（６月）、振込通知書（10月）、扶養親族等申告書（１１月）、社会保険料控除証明書（１１月）、源泉徴収票（１月）

○平成24年6月から順次
   実施

○分散発送状況
　・年一通知（6/5～7)
　・振込通知書（10/3～6）
　・扶養控除等申告書
　　　　　　　（11/5～7）

前

　
○相談事跡の作成について、コールセンター支援システムに掲載している、よくある相談内容、回答の定型文書を張り付けることにより
   入力の軽減を図っているが、相談事例の検索時間を短縮するために相談件数の上位３０からの索引や並べ替えについてシステム改
   善を行う。

○平成24年4月実施 ○平成24年5月7日稼働

了

○コールセンターの混雑時期において、ナビダイヤルのガイダンスの変更（再度の架電案内）を機動的に行うことにより入電数の分散
   化・減少化を図る。

○通年実施 ○実施状況
　・年一通知 （6/7～18）
  ・振込通知書（10/5～15）

 

○コールセンターの運営委託期間(３年)について、延長(最大５年）する方向で検討する。
 

○平成24年度中検討

○コールセンターに入電してからオペレーターに繋がるまでの間に、お客様側の都合により切電される件数が総呼数のうち９．２％を占
   めており、応答率を下げる要因となっていることから、総呼数から除外するか、あるいは併記するか計測方法の見直しについて検討
   する。

○平成24年度中
　

 

④コールセンターの基盤強化 年 相 部

○ねんきん定期便・ねんきんネット専用ダイヤルに、ねんきんダイヤル（第１CC)の電子申請ヘルプデスク（１０席）及び社会保険料控除
　 証明書対応（１１月～３月50席）を統合し、定期便等特別専用ダイヤル（１５０席～２００席）の設置を検討する。

○ねんきんダイヤル（第1CC)の空きスペースを活用し、通年でブースの増席（１０席）、１１月～３月の混雑期に６０席程度増席し、年金事
   務所のIVR転送（60席）の対応を行うことにより、効率的運用を図ることができるよう検討する。

○平成26年4月実施目途

○平成26年4月実施目途
　

⑤コールセンターのＣＳ調査 年 相 部

○コールセンターにおける「お客様満足度調査」について、オペレーターの特定が可能な事跡ＩＤを付した「往復はがき」の送付によるＣＳ
　 調査を実施する。

○平成25年1月実施予定
　※平成23年度結果報告
　　について平成24年6月
　　目途で取りまとめる。

○平成23年度
   ・平成24年5月
     結果報告取りまとめ
   ・平成24年6月1日
　　 調査結果報告公表 　

③コールセンター運営の改善 年 相 部



○本人確認後の入力軽減を図る観点から、「コールセンター支援システム」に基礎年金番号入力による氏名、住所等の顧客基本情報の
   自動表示機能、本人確認のチェックボックス機能、再交付依頼等の回付票作成の簡略化機能を取り込むシステム修正を検討する。

○平成25年1月実施目途 ○平成24年5月31日入札

 

○「コールセンター支援システム」の相談事跡をCSVファイルにより「お客様対応管理システム」に取り込み、各拠点での閲覧を可能とし
   情報の共有化を図る。

○平成25年9月実施目途

⑦他の電話の改善
年 相 部
品 管 部 ◎
国 年 部 ◎

○電子申請問い合わせ電話（品管部）、社会保険料控除証明書問い合わせ電話（国年部）等のコールセンター以外の他の電話につい
   て、ブース数の増大等の改善を検討する。

○平成24年度中検討  

 

＜Ⅳ　街角の年金相談センターとの連携＞

 ①社労士会の研修への協力 年 相 部

○相談センター職員（年金事務所の相談対応の社会保険労務士を含む）に対する研修について、年金事務所での研修材料（テキスト、
   テスト、ＷＭ研修用モデル等）を提供する。

○また、全国社会保険労務士会連合会で予定している「年金マスター」研修（平成２２年１２月開始）の支援等研修体制の構築に引き続
   き積極的に協力する。

○通年実施 ○平成24年5月14日
    新規年金相談担当者
    研修用ＤＶＤを提供
　

○平成24年6月16日
　 全国社労士会連合会
　 主催年金相談センタ
   ー長会議にて、後納
 　制度の事務説明及び
　 マナースタンダード研
　 修を実施

 

　

○常設の出張相談所を設置し、遠隔地や混雑が著しい都市部での出張相談の充実を図る。
 　（23年度　10カ所、24年度　5カ所）
　　※平成24年度設置予定（練馬区、武蔵野市、厚木市、西宮市、佐賀年金事務所管内）

○平成24年度新設は、平
    成24年9月から順次設
    置

○平成24年9月3日設置
    練馬区、武蔵野市
    厚木市

○平成24年9月10日設置
　 西宮市

○平成24年10月1日設置
   鳥栖市

了

 　
○相談窓口（２ヵ所）には可搬型窓口装置を設置しているが、「受付進捗管理システム」による申請書等の処理状況等を確認できるよう
　 にするため固定型窓口装置を各相談所に１台設置する。

○平成２４年10月末目途 ○平成24年9月末
　 設置済み 了

③年金相談センター、
   常設型出張相談所
   の利用促進等の実施

年 相 部
○年金相談センター及び常設型出張相談所の利用促進を図るため、社労士会と連携し、市町村、ハローワーク、適用事業所、関係団体
   等への案内チラシ配布及び年金事務所の予約相談のお客様を年金相談センター等に誘導するなどの対策を徹底する。

○平成24年度中 ○平成24年3月
　　利用促進経費の配付 　

④年金相談センターへの
   情報提供

品 管 部 ◎
年 相 部
ｼ ｽ 運 部

○年金事務所で活用できるデータ（年金請求書等受付簿、再裁定受付簿）について、現在検討している「お客様対応管理システム」を年
   金相談センターでも活用できるようにする方向で検討する。

○平成25年9月目途
 

 

⑤年金相談センターの
   効果的配置

年 相 部

○年金相談センターの有効活用のため、公共交通機関（新駅の設置）や地域人口の変化により利用者数が減少している相談センター
   について、ブロック本部及び社労士会と協議のうえ、相談ニーズが多い地域への移転を検討する。

○随時検討 ○富山年金相談センター
  の移転（平成24年11月）

○横浜年金相談センター
   の移転（平成24年12月
   予定）

○滋賀年金相談センター
　 の移転（平成25年9月
　 予定）

　

⑥「コールセンター支援シス
   テム」のシステム改修及び
   同システムと「お客様対応
   管理システム」との連携

新ｼｽ開部◎
基 ｼ ｽ 開 部
年 相 部
品 管 部
サ 推 部

②常設型出張相談所の活用 年 相 部



＜Ⅴ　その他＞

＜通知統合化＞
○「初回支払額のお知らせ」と「振込通知書」及び「未支給年金・保険給付決定通知書」と「未支給年金・保険給付振込通知書」の統合化
   を行う。

○平成24年6月予定 ○平成24年6月7日送付
   分から実施 了

○同一基礎年金番号、同一住所の複数の通知書（統合通知書、改定通知書、振込通知書）について同封して発送する。 ○平成25年6月予定

　

国 年 部 ◎
年 相 部
経 企 部
事 企 部

○年金事務所で対応している市町村からの資格記録の確認、年金制度に関する照会について、電話対応の集約化（都道府県単位又は
   ブロック本部単位）について、体制整備を含め、検討し取り組む。
　　　※別途、ねんきんネットの活用を含めICT化による対応も検討。

○平成24年度中

年 相 部

○ＩＶＲ転送の実施状況についての評価を行い、今後の展開について検討する。
　※基本的には、IVR転送を受けるコールセンターの体制整備が必要。

○年金事務所の一般相談電話について、混雑事務所が多い都市部の県を対象にＩＶＲ転送の拡大を検討する。
　※当面は、第1コールセンターのスペースの拡充を行い、別番号を設けて集中対応を行うこととし、対象事務所にＩＶＲ設備を先行導入
     する。

○平成24年度

○平成24年9月目途
　 対象事務所の決定

○平成25年3月目途
　 転送設備工事

○平成25年度中
   転送開始

　

③後納制度及び主婦年金
   追納制度の円滑実施

国 年 部 ◎
年 相 部

○後納制度及び主婦年金追納法案への対応のため、次のような体制整備をできるだけ行う。
　・事務所でのオペレーションマニュアル（受付窓口案内、事務処理等）やQ&Aを整備するとともに、事務所の状況に応じて、専用ブース
    を設置する。
　・専用ダイヤル（300席）を設置する。
　・市町村や社労士会に十分情報提供を行う。
　・ねんきんネットで、後納等を行った場合の年金額試算等のサービス機能を追加する。

・平成24年8月目途

・平成24年8月目途
・平成24年6月～7月目途

・平成24年8月目途

○平成24年4月11日
　　指示

○平成24年6月8日
　　指示

○平成24年6月16日
   全国社労士会連合
   会主催年金相談セ
   ンター長会議にて
   事務説明会実施

○平成24年6月29日
　 事務取扱指示

○平成24年8月1日
　　専用ダイヤル設置

○平成24年8月6日
　　ねんきんネットに、
　　後納後の年金額
　　試算等の機能を
　　追加

了

②事務所電話の軽減

①発送文書の整理合理化
品 管 部 ◎
年 給 部



④記録確認手順

記 対 部 ◎
記 管 部
年 給 部
国 年 部
年 相 部

○記録確認作業の誤りを防止し、お客様に正しい年金をお支払いするため、記録の確認手順を定める。

○また、後納制度での先行実施の結果を踏まえ必要な見直しを行う。

○平成24年12月目途
　 マニュアルへの取り
   込み

○平成24年6月29日
   指示

○平成24年9月26日
　 地方意見照会

○平成24年11月
　 指示予定

　

⑤代理人の取扱いの明確化
品 管 部 ◎
年 相 部 ○個人のお客様に対する年金相談等における代理人の取扱いについて、各業務取扱要領において明確化する。

○平成24年7月27日
   指示 了

⑥年金相談時にお客様に説明
内容を記載した文書の交付

年 相 部
○老齢、遺族、障害年金について、年金相談時に「権利に関する説明」をした場合に、説明内容の内容確認シート（チェックリスト）を
   お客様にお渡しし、説明内容の誤解の減少を図る。

○平成24年度中
　  実施目途

○平成24年10月24日
　　地方意見照会 新



 

相談関係でこれまでに講じた主な対策（平成 22 年 1 月～平成 24 年 3 月） 

＜Ⅰ 人材の確保養成＞ 

① 窓口年金相談の特定業務契約職員の賃金引上げ（１割引上げ。東京のクラス①の例 9,910 円/日   10,900 円/日）〔22 年 5 月〕 

② 相談担当特定業務契約職員の処遇改善（対象者の範囲を混雑時や昼休み等の窓口対応を行いブース選任と同様の業務を行っている者まで

拡大）〔24 年 4 月〕 

③ 新規相談担当者の研修（研修マニュアル。研修用 DVD）〔22 年 9 月、22 年 7 月〕、スキルチェックテスト〔22 年 9 月〕、研修用ＤＶD（老齢、遺族、

障害）〔24 年 3 月〕 

④ 相談窓口職員の研修（ＯＪＴの優良事例の全国展開）〔23 年 10 月〕、優良教材の情報提供〔24 年 3 月〕 

⑤ 窓口年金相談の特定業務契約職員のテストと昇給〔22 年 11 月～〕 

⑥ 相談講師職員の養成（講師養成研修の実施）〔23 年 4 月、10 月、11 月、24 年 2 月実施〕、実地研修指導の実施〔23 年 7 月～〕 

⑦ 有期雇用職員から正規職員への登用（相談業務担当者を含む特定業務契約職員を正規職員へ登用）〔23 年 7 月～〕 

⑧ ウインドマシンの研修用モデルの作成〔22 年 11 月〕、ウインドマシンの研修用モデルの充実（各被保険者記録照会画面の追加）〔23 年 12 月〕、

研修用一般パソコン及びインストール用ＣＤの配付〔23 年 11 月、23 年 12 月〕 

＜Ⅱ 相談窓口業務の効率化＞ 

① 窓口仕分けの実施（障害・遺族等の複雑事例、ターンラウンド、届出のみ、社労士分）〔22年7月〕 

②  年金相談マニュアルの即時検索システム〔22 年 7 月〕 

③  相談待ち時間表示（待ち人数、待ち時間をリアルタイムに表示する「待ち時間情報表示サービス」を南関東ブロックの４８年金事務所に導入

〔23年4月〕、近畿ブロックの４０年金事務所への拡大〔24年3月〕 

④  相談事蹟管理システム（相談記録の事蹟をデータベース化）の導入〔23 年 6 月〕 

⑤  お客様誤認事例パンフの作成・HP 掲載（国年保険料納付開始時等）〔22 年 8 月〕 

    請求漏れ事例パンフの作成・HP 掲載（在職等）〔22 年 10 月〕 

⑥  相談受付票の簡素化（相談内容を事跡管理システムに合わせ簡素化）〔23 年 10 月〕 



⑦  待ち時間短縮対策の好事例（川越事務所の取組事例）を全国展開〔24 年 2 月〕 

＜Ⅲ コールセンター充実等＞ 

①  コールセンターと年金事務所の連携強化（コールセンターと所在地ブロック本部・年金事務所との連絡の場を活用し連携強化を図るよう指示）

〔22 年 8 月～〕 

② コールセンターの総呼数の分散化・減少化対策〔23 年 6 月～〕 

・コールセンター内分散発送〔年１通知 23 年 6 月、振込通知書（介護保険料）及び扶養親族等申告書 23 年 10 月、源泉徴収票 24 年 1 月〕、印

刷業者の分割納品〔源泉徴収票 24 年 1 月〕 

・源泉徴収票送付後の混雑期に案内ガイダンス(「源泉徴収票に関する相談は、お急ぎでない場合は、1月20日以降におかけ直し下さい。」）

〔24年1月〕 

③  レベル確認テストの実施（誤案内事例に基づくレベル確認テストを毎年 8 月に実施）〔23 年 8 月～〕 

④  コールセンターの増席（第 1 コールセンターを 40 席拡充）〔23 年 6 月〕 

⑤  臨時ブースの設置（電話相談の多い期間にオペレータの席数を増加）〔扶養親族等申告書 23 年 11 月・24 年 1 月～3 月に 100 席増及び 23

年 11 月～24 年 3 月に別に社会保険料控除の専用ダイヤル 50 席設置〕 

⑥  ＨＰへのＱ＆Ａの掲載（特定テーマのＱ＆ＡをＨＰに掲載し、入電を軽減させる。）〔源泉徴収票は 24 年１月、扶養親族等申告書及び控除証明

書は 23 年 10 月、源泉徴収票は、24 年１月〕 

⑦  年金事務所の電話相談軽減（ＩＶＲ転送のモデル実施県を埼玉、福島に拡大）〔24 年 4 月予定〕 

⑧  コールセンター運営の改善（源泉徴収票の再交付業務の簡素化（単票方式から一覧表方式に変更））〔24 年 1 月〕 

⑨  コールセンター運営の効率化（事跡記述等「あと処理」の簡素化）〔23 年 12 月〕 

⑩  コールセンターの「お客様満足度調査（「往復はがき」の送付（２万枚）によるＣＳ調査を実施）〔24 年 2 月〕 

＜Ⅳ 街角の年金相談センターとの連携＞ 

①  社労士会への研修の協力（研修材料テキスト、テスト）〔22 年 8 月、12 月、23 年 3 月〕（WM 研修用モデル等の提供）〔22 年 12 月〕、マナースタ

ンダードＤＶＤの提供〔23 年 6 月〕 

②  年金相談センターへの情報提供（紙台帳検索システムの提供）〔23年3月〕 



＜Ⅴ その他＞ 

①  相談窓口プライバシーの確保（２２年度に引き続きプライバシーに配慮した設備の改善を指示。国年窓口も対象に改善）〔23年6月〕 

②  混雑事務所の個別対策（２２年度に引き続きブース増設（常設ブース 9 事務所 12 ブース、予備ブース 8 事務所 9 ブースを増設）〔23 年 11

月〕 

③  ホームページの混雑予測の改善（2週間前の混雑実績を廃止し、当月分、翌月分、時間帯別の混雑予測に変更）〔23年7月〕、過去分（前年

同月）の混雑状況の掲示〔23年11月〕 

④  インターネットを活用した情報提供（市区町村、郵便局等へのパソコンの設置）〔23年2月〕、年金額見込計算サービス等の機能の拡充〔23年

10月〕 

⑤  ＨＰのペンションアンサーの構築（国税庁のタックスアンサーに倣い、ホームページのＱ&Ａにキーワード検索機能を追加）〔23年8月〕 

⑥  発送文書の分散化（年１回振込通知、振込通知書、扶養親等族申告書、源泉徴収票について分散発送）〔23年6月～〕 

⑦  お客様向け通知文書に関する対応体制のチェック（通知文書について、事前審査状況、事務所等の周知、コールセンターの対応等のチェッ

ク体制の構築）〔23年8月〕 

⑧  本人、代理人確認の弾力化（キャッシュカード等を追加）〔23年9月〕 

⑨  年金請求等に係る金融機関の証明の簡素化（「払渡希望金融機関の証明書」の添付が必要→預金通帳の写し等でも可）〔23年11月〕 


